


















ため 670 年末に倭国を日本に改め, その後は四
面を海に囲まれた地理的環境条件4の下で家族
と故郷を核とする文化を維持してきた歴史があ
る5｡ したがって, 民族に固有の生き方を ｢文






しつつ新たな国民国家 (nation state) の形成
のために身を捧げたと言える｡
ハンチントンの文明論にしたがえば, 1990
年以降の世界は, 西欧, ラテンアメリカ, アフ
リカ, イスラム, 中国, ヒンドゥー, 東方正教
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術の改革のため ｢お雇い外国人｣ を採用し, 植
民地化を防ぎ国家の独立を確保することを最優
先課題の 1 つにおいた14｡ ｢お雇い外国人｣ の
人数については, 1873 (明治 6) 年に官雇 507
人, 私雇 73 人で合わせて 580 人, 1876 (明治



























の心を捉えている｡ 福沢諭吉 (1834-1901) は,
江戸末期に 3回の欧米使節団に加わり, 自らの
西欧の見聞と著述を通じ ｢独立自尊｣ の立場か










治, 収租法, 国債, 紙幣, 商人会社, 外国交際,
兵制, 文学技術, 学校, 新聞紙, 文庫, 病院,
貧院, 院, 盲院, 痴兒院, 博物館, 博覧会,




に ｢遣米使節団｣24 ｢遣欧使節団｣25 ｢遣欧米使




使節団｣ は, 1871 (明治 4) 年に出発し 1873
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戸孝允 (桂小五郎), 大久保利通, 伊藤博文,
山口尚芳, 福地源一郎, 久米邦武, 田中光顕,
中江兆民, 金子堅太郎, 牧野伸顕, 津田梅子,
大鳥圭介, 新島襄などが含まれていた｡ ｢遣欧
米使節団｣ が各自の能力を発揮して欧米を詳細
に観察し, 明治の ｢文明開化｣ に及ぼしたとこ
ろは少なくない28｡
明治期のわが国のリーダーたちは, ｢尊王攘



































を社会との共生, 公正な価格と利益, 正直, 質
素, 謙虚等に置いて行動した31｡ 農民の場合で
も, 内村鑑三の著作 『代表的日本人』 の 6人の






物であるが, 明治以降においても, 彼の ｢至誠
































(1849 (嘉永 2) 年),  ｢幕末新長者｣ (1864
(文久 4) 年),  ｢維新期新長者｣ (1875 (明
治 8) 年),  ｢企業勃興期新者｣ (1888 (明治
21) 年),  ｢工業化期新長者｣ (1902 (明治











1887 (明治 20) 年頃より生糸・木綿等の機械
化により軽工業を中心にした第一次産業革命が,





































































































































明治政府は, 1871 (明治 4) 年に文部省を創
設し, 翌年に近代国家創設の基盤を形成するた
め ｢学制｣ を定めた｡ 当初, 文部省は, 全国を
8 つの大学区, 各大学区を 32 の中学区, 各中
学区を 210 の小学区に分け, 合計で 5 万 3,760
の小学区を設ける野心的な計画を立てた｡ 1875
(明治 8) 年には 2 万 4 千校以上の小学校が設
けられ, 近代的学校制度の基盤ができた47｡ 教
論 文




1888 (明治 21) 年末より伊藤博文 (1841-
1909) が本格的に憲法制定事業に乗り出し, 枢





























関になる｡ また, 明治後期に至り, 東京帝国大








































が存在した｡ 具体的には, 1874 (明治 7) 年に
第一国立銀行が開業, 1878 (明治 11) 年に東
京株式取引所が開業, 1879 (明治 12) 年に大
阪交換所が設立, 続いて 1880 (明治 13) 年に
横浜正金銀行が開業している｡ また, 中央銀行
である日本銀行は 1882 (明治 15) 年 6 月の日
本銀行条例制定により同年 10 月に営業を開始
明治期の日本企業のダイナミズムに関する一考察
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した｡ 中央銀行の設立年に関する限り 1668 年
設立のリクスバンク銀行 (スウェーデン),
1694 年設立のイングランド銀行, 1800 年設立
のフランス銀行等より遅れているものの, 銀行
券の独占的発行について日本銀行は営業開始の
翌年の 1883 (明治 16) 年に開始している｡ ち
なみに, リクスバンク銀行の銀行券の独占的発
行は 1897 年, イングランド銀行の銀行券の独
占的発行は 1844 年, フランス銀行の銀行券の
独占的発行は 1848 年とヨーロッパの先進諸国
に左程遅れをとっていない｡ また, アメリカの
中央銀行は 1913 年, カナダの中央銀行は 1934
年と日本より遅く設立されている55｡ つまり,








を誘発し 1876 (明治 9) 年を基準にした米価で
換算すると 1879 (明治 12) 年から 1880 (明治
13) 年にかけて物価が 2 倍以上に上昇した56｡
そのため, 経済政策については 1881 (明治 14)
年に松方正義 (1835-1924) が参議兼大蔵卿に
就き松方財政を開始して 1884 (明治 17) 年ま



































福澤諭吉は, 1866 (慶應 2) 年発刊の 『西洋
事情』 で西洋の ｢商人会社｣ を紹介し, 西洋で
は大きなビジネスを行うには 1人の商人の力で




1871 (明治 4) 年に ｢会社弁｣ ｢立会略則｣ を






実態を備えた企業が生き残り, 1883 (明治 16)
年から 1889 (明治 22) 年の間に会社総数は
1,793 社から 2,389 社へ急増している62｡
前述の 1874 (明治 7) 年に開業した第一国立
銀行の場合, 有限責任制を明記し, 株式の売買
論 文












める免許主義が採用された｡ 1899 (明治 32)
年の改正・施行された商法は準則主義を採用し,
その後のわが国の会社法制の基礎となった｡ そ






















当たる66｡ 1873 (明治 6) 年にわが国最初の本
格的合本組織である第一国立銀行を設立し, こ
の形態の国立銀行は 1879 (明治 12) 年末に




















きた｡ 1867 (慶応 3) 年に土佐藩から藩営商社
｢開成館｣ の長崎出張所 (長崎商会) への出張
を命じられ外国人との取引を経験し 1869 (明







この ｢九十九商会｣ は 1971 (明治 4) 年の廃藩











































三井家の場合, わが国固有の ｢家｣ の概念を基
礎として江戸時代に商業経営を営んでいたが,
















機に ｢第一の開国｣ を果たし, 独立した ｢文明｣
を持つ国民国家として成立し間もなく 150 年を
迎える｡ 明治維新以降, 西欧列強に伍して日清







わが国は, 1945 (昭和 20) 年 8 年 15 日に終
戦を迎え, 1952 (昭和 27) 年 4 月 28 日の講和
条約発効により独立を果たすまでの約 7年間,
GHQ の占領下におかれた｡ その結果, 第二次
世界大戦以降, 戦勝国主導による ｢東京裁判史













わが国は ｢第三の開国｣ 期に直面しながら, い















































革の時期を ｢第三の開国｣ とする｡ 松本健一 (2
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た文言に示されるような ｢家族｣ や ｢国家｣ の
概念はない｡




学が挙げられている｡ 天野郁夫 (2009a), 13-19
ページ｡






校とならなかった｡ 竹内洋 (1999), 114 ページ｡
また, 旧制高等学校は, 明治時代に設置された
ナンバー・スクール以外に, その後主として大
正時代に開設された 17 校の地名校, 10 校の七
明治期の日本企業のダイナミズムに関する一考察
中京経営研究 第20巻 第1・2号 51
年制高校 (私立を含む), 3 校の帝国大学予科の
計 38 校からなる｡ 竹内洋 (1999), 117 ページ｡





1891 (明治 34) 年において帝国大学以外で卒業
者に ｢学士｣ の称号が認められた官立高等教育
機関は, 東京高等商業学校 (東京高商) と札幌
農学校のみであった｡ 天野郁夫 (2009b), 71-72
ページ｡
53 竹内洋 (1999), 71 ページ｡
54 鹿野嘉昭 (2006), 15 ページ｡
55 白川方明 (2008), 8-11 ページ｡
56 坂本多加雄 (1998), 258 ページ｡
57 室山義正 (2005), 4-6 ページ｡
58 田付茉莉子 (1995), 142 ページ｡
59 菅野和太郎 (1931), 19-21 ページ｡
60 菅野和太郎 (1931), 69 ページ｡
61 澤諭吉 (1958), 296 ページ｡
62 宮本又郎・阿部武司 (1995), 25 ページ｡
63 宮本又郎 (1999), 236-247 ページ｡
64 1938 (昭和 13) 年の商法改正の際に新たに有
限会社が制定されている｡ わが国では現行の会
社法の基となる商法が 1899 (明治 32) 年に制定
されて以降, 1911 年, 1938 年, 1948 年, 1950
年, 1955 年, 1962 年, 1966 年, 1974 年, 1981
年, 1990 年, 1993 年, 1994 年, 1997 年, 1999
年, 2000 年, 2001 年 (3 回), 2002 年, 2003 年,
2004 年に改正されており, 2007 年の商法大改正
により会社法が独立法典化した｡ 岸田雅雄 (200




65 宮本又郎 (1999), 143-144 ページ｡
66 宮本又郎 (1999), 281-283 ページ｡















一 (2008), 243-236 ページ｡
69 大月博司 (2008), 45 ページ｡
70 阿部武司 (1995), 102 ページ






う｡ 森川英正 (1996), 27-49 ページ｡
72 間宏 (1989), 33-34 ページ｡
73 伊井直行 (2010), 308 ページ｡
74 一般に, 日本は敗戦と同時に ｢言論の自由｣
が与えられたとされているが, 実際は 1945 (昭
和 20) 年 9 月 2 日の降伏文書調印の日から僅か
2 週間も経たない 1945 (昭和 20) 年 9 月 14 日
午後 5時 29 分を期して, まず ｢同盟通信｣ が 24
時間の業務停止を受け 9月 15 日正午に業務再開
は米陸軍代表者の検閲を通じて認められた｡ ｢朝
日新聞｣ は 9 月 18 日 午後 4 時から 9 月 20 日
午後 4時までの 48時間の発行停止処分を受けた｡
また, ｢東洋経済新報｣ 昭和 20 年 9 月 29 日号が










て生み出す ｢虚｣ の利益であるとする｡ (2010),
206-208 ページ｡
76 中野剛志 (2008), 9 ページ｡
77 村田良平 (2010), 214-215 ページ｡
論 文





展・江戸から平成へ』 有斐閣｡ 2章, 81-148 ペー
ジ｡
天野郁夫 (2009a) 『大学の誕生 (上) (中公新書)』
中央公論新社｡
(2009b) 『大学の誕生 (下) (中公新書)』
中央公論新社
伊井直行 (2010) 『岩崎彌太郎― ｢会社｣ の創造
(講談社現代新書)』 講談社｡
池島真策 (2007) 『ビジネススクール会社法』 税務
経理協会｡
石井昌弘 (2009) ｢江戸時代の教育水準は世界一｣
田中英道編 『日本史の中の世界一』 教鵬社｡ 88
章, 184-188 ページ｡




内村鑑三著, 稲盛和夫監訳 (2002) 『対訳・代表的
日本人』 講談社インターナショナル｡




大月博司 (2008) ｢明治時代の三菱｣ 弦間明・荒蒔
康一郎・小林俊治・矢内裕幸監修 『明治に学ぶ
企業倫理―資本主義の原点と CSRを探る』 生産
性出版, 2 章, 42-71 ページ｡
岡田英弘 (1977) 『倭国 (中公新書)』 中央公論新
社｡
粕谷誠 (2000) ｢近代企業の移植と定着｣ 石井寛治・
原朗・武田晴人編 『日本経済 1 幕末維新期』 東






の源流』 生産性出版, 2 章, 39-66 ページ｡
萱野稔人 (2005) 『国家とはなにか』 以文社｡
川野祐二 (2010) ｢法徳の理念経営とネットワーク




岸田雅雄 (2006) 『ゼミナール会社法入門 [第 6版]』
日本経済新聞社｡
鬼頭宏 (2002) 『文明としての江戸システム』 (｢日






の原点とCSRを探る』 生産性出版, 1 章, 15-41
ページ｡




佐伯啓思 (2010) 『日本という ｢価値｣』 NTT出版｡
坂本多加雄 (1998) 『明治国家の建設』 (｢日本の近
代｣ 第 2巻) 中央公論新社｡
篠沢秀夫 (2010) 『命尽くるとも』 文藝春秋｡








鹿野嘉昭 (2006) 『日本の金融制度 [第 2 版]』 東
洋経済新報社｡
高橋亀吉 (1977) 『日本の企業・経営者発達史』 東
洋経済新報社｡
竹内洋 (1999) 『学歴貴族の栄光と挫折』 (｢日本の
近代｣ 第 12 巻) 中央公論社｡
田付茉莉子 (1995) ｢工業化と商社・海運・金融―
国際競争力を支えた諸産業｣ 宮本又郎・阿部武
司編 『経営革新と工業化』 (｢日本経営史 2｣) 岩
波書店, 4 章, 139-173 ページ｡
田中彰 (1977) ｢解説・岩倉使節団と 『米欧回覧実
記』｣ 久米邦武編・田中彰校注 『米欧回覧実記
(一) (岩波文庫)』 所収, 岩波書店｡
田中英道 (2002) 『国民の芸術』 産経新聞社｡
(2005) 『新しい日本史観の確立』 文芸館｡
明治期の日本企業のダイナミズムに関する一考察





名越二荒之助 (2007) 『史実が語る日本の魂』 モラ
ロジー研究所｡
間宏 (1989) 『日本的経営の系譜』 文眞堂｡
花田富二夫 (2010) 『江戸早わかり事典』 小学館｡
澤諭吉 (1958) ｢西洋事情初編 [巻之一]｣ 慶應
義塾編纂 『澤諭吉全集 [第一巻]』 岩波書店,
285-320 ページ｡
(1959a) ｢学問のすゝめ｣ 慶應義塾編纂
『澤諭吉全集 [第三巻]』 岩波書店, 21-144 ペー
ジ｡
(1959b) ｢翁自傳｣ 慶應義塾編纂 『







宮本又郎 (1999) 『企業家たちの挑戦』 (｢日本の近
代｣ 第 11 巻) 中央公論新社｡
・阿部武司 (1995) ｢概説 1880 年代-1915
年｣ 宮本又郎・阿部武司編 『経営革新と工業化』
(｢日本経営史 2｣) 岩波書店, 1 章, 1-50 ページ｡
村田良平 (2006) 『海が日本の将来を決める』 成山
堂書店｡
(2010) 『何処へ行くのか, この国は』 ミ
ネルヴァ書房｡




山本七平 (1997) 『日本資本主義の精神』 (｢山本七
平ライブラリー｣ 第 9巻) 文藝春秋｡
矢野恒太記念会編 (2010) 『世界国勢図絵 2010／
11』 矢野恒太記念会｡
渡辺京二 (2005) 『逝きし世の面影』 平凡社｡
渡辺利夫 (2008) 『新脱亜論 (文春新書)』 文藝春
秋｡
Micklethwait, John and Adrian Wooldridge
(2005), The Company: A Short History of a
Revolutionary Idea, Modern Library.. (邦訳：
日置弘一郎・高尾義明訳 『株式会社』 ランダム
ハウス講談社, 2006)
Huntington, Samuel, (1997), The Clash of Civili-
zation and the Remaking of World Order, The
Free Press. (邦訳：鈴木主税訳 『文明の衝突』
集英社, 1998｡)
論 文
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 20 No. 1・254
